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諮問庁：農林水産大臣 

諮問日：平成２７年９月１４日（平成２７年（行情）諮問第５５１号及び同第

５５２号），同年１１月６日（同第６５５号）及び同年１２月１５日

（同第７３７号） 

答申日：平成２８年９月５日（平成２８年度（行情）答申第２７７号ないし同

第２７９号及び同第２８２号） 

事件名：特定個人が特定期間において作成に関与した文書の不開示決定（存否

応答拒否）に関する件 

    特定個人の特定期間における農林水産省での勤務部署等を示した文書

の不開示決定（存否応答拒否）に関する件 

    特定日の特定個人の出勤管理簿の不開示決定（存否応答拒否）に関す

る件 

    特定職員が特定日に異動してきて以来，現在に至るまでの官職名等が

分かる文書の不開示決定（存否応答拒否）に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙に掲げる文書１ないし文書４（以下，併せて「本件対象文書」とい

う。）のうち，文書２につき，その存否を明らかにしないで開示請求を拒

否した決定は妥当であるが，文書１，文書３及び文書４につき，その存否

を明らかにしないで開示請求を拒否した各決定は，取り消すべきである。 

第２ 異議申立人の主張の要旨 

１ 異議申立ての趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２７年６月２５日付け２７経営人

第４２号，同年７月７日付け２７経営人第５１号，同年９月２８日付け２

７経営人第９７号及び同年１１月９日付け２７経営人第１１７号により農

林水産大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行った各不開示

決定（以下，それぞれ「原処分１」，「原処分２」，「原処分３」及び「原処

分４」といい，併せて「原処分」という。）について，これを取り消して，

本件対象文書を開示するよう求める。 

 ２ 異議申立ての理由 

   異議申立人の主張する異議申立ての理由は，原処分１ないし原処分４に

対する異議申立書及び意見書の記載によると，おおむね以下のとおりであ

る（なお，異議申立書及び意見書に添付された資料の内容は省略する。）。 
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（１）農林水産省の事務官である特定個人Ａが職務上作成した行政文書で公

にできる行政文書は存在するはずであり，公開しなければならない。

（諮問第５５１号） 

（２）本来であれば，開示できる文書が存在しない，存否応答しない，不存

在と，文書の性質によって，処分内容が異なるはずである。特定個人Ａ

に関しては全て情報公開できないという，お粗末な本末転倒の考え方で

あり，極めて法の趣旨を踏みにじる態度で違法である。（諮問第５５１

号及び同第７３７号） 

（３）本件では，特定個人Ｃという氏名，官職や所属部署は特定個人Ａと同

じ経営局ということが，農林水産省の担当課の明記から明らかになって

おり，その点での開示はしなければならない。不開示決定通知書が経営

局から出ているということは，そこに特定個人Ｃが在職していると疑わ

れてもやむを得ない。特定個人Ｃが農林水産省のどこにも所属していな

いのであれば，存否応答拒否ではなく，不存在で応答するはずだからで

ある。（諮問第５５２号） 

（４）平成２７年２月２５日に路上で，農林水産省の特定個人Ａと特定個人

Ｃが，職務上の話として特定個人Ｃが係長である旨の身分を明らかにし

ており，仮にそれが本当であれば，特定個人Ｃは少なくとも特定個人Ａ

と同じ課で仕事をしている関係にあることが話からうかがわれる。しか

も，不当な権力行使を特定個人Ａは特定個人Ｃに教唆しており，この点

で，被害者である異議申立人は，両人の官職名，氏名，所属部署を知る

権利がある。（諮問第５５２号） 

（５）平成２７年２月２５日に特定個人Ａは，明確に農林水産省での立場や

職務をほのめかしており，異議申立人に対して，特定個人Ｃと思われる

男性を唆し，権利侵害を行っている。一連の行為が特定個人Ａのスパイ

活動行為であることを立証するためにも，行政文書の開示は公益上必要

である。（諮問第６５５号） 

（６）特定個人Ａが農林水産省に勤務し，本人（特定個人Ａ）に会って調査

したことは，特定個人Ｂの書面によって明らかであるし，現に，平成２

６年１２月２２日，２６日に電話で回答を得ている。その際の，外出命

令も休暇届も出ていないという回答から，出勤簿と出入館記録の齟齬が

生じていると思い，本件開示請求となっている。（諮問第６５５号） 

（７）農林水産省の事務官である特定個人Ａの所属や担当部署，官職名，役

職（係長か課長補佐）を根拠付ける行政文書で公にできる行政文書は存

在するはずであり，公開しなければならない。通常は，公務員はあいさ

つ代わりに名刺を交換して身分を明らかにすることが慣例であるところ，

そのような類似のものは存在するはずである。存在しないのであれば，

存在しないとの理由が付されるべきである。（諮問第７３７号） 
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（８）特定個人Ａは，特定行政機関から農林水産省に異動する際に，異動の

挨拶をメールで送ってきており，この事実は公になっているも同然であ

る。このことは，特定個人Ａ自身が，農林水産省に在職している，ある

いは，特定行政機関から農林水産省に異動したことの証拠である。また，

平成２６年１２月に農林水産省に問い合わせた結果，複数の担当者が当

初，特定個人Ａの存在を回答しており，その際の実際の担当者は特定個

人Ｂ事務官であり，特定個人Ａの在職関係を明らかにしている。（諮問

第７３７号） 

（９）特定個人Ｂ事務官からは，平成２６年５月２日の特定個人Ａの行動に

ついて「特定個人Ａに『異議申立人を職場まで跡をつけたのか』と尋ね

たところ，『異議申立人の職場がどこか特定して下さい，特定していた

だかないと答えられません』と回答された」と，説明を受けた。当初，

特定個人Ｂ事務官の説明では，５月２日は特定個人Ａは出勤になってお

り，休暇も出されていないとのことで，これ以上，突っ込んだ質問を特

定個人Ａにはできなかったとのことであるから，証拠保全の必要性から

本件の情報公開請求となっている。農林水産省が公益上の開示の必要性

を無視しているのは，違法である。（諮問第６５５号） 

（１０）特定個人Ａの異動辞令書，名刺と言ったのは，あくまで，例示とし

て述べたまでで，異議申立人としては，それに限っているわけではない。

本件は，文書課の特定個人Ｄから電話で「どのような文書のことです

か」と尋ねられたので，「どのようなものでもいい，特定個人Ａが農林

水産省のどのような立場で職務を遂行しているのかがわかる文書であれ

ば何でもいい，わかりやすいのは辞令書とか名刺とかです。それ以外で

は，例えば特定行政機関では，顔写真付きの名前一覧表（配置図）を来

客にわかるように貼ってあった」などと説明してある。したがって，処

分庁は，異動辞令書や名刺は，あくまで例示であることを見落としてい

る。（諮問第７３７号） 

（１１）異議申立人は，特定個人Ａの現住所等も知らない状態であり，民事

訴訟を起こすにも，所在の把握は就業場所しかない。裁判所に問い合わ

せた結果，特定個人Ａの現住所は不明でも，本人（特定個人Ａ）特定の

ための点も含めて，訴状の送達は何とか可能であるとの回答を得ている。

就業場所で本人（特定個人Ａ）を特定できるのであるから，農林水産省

は，速やかに在職関係を明らかにすべきである。（諮問第６５５号） 

（１２）本件各開示請求に対して，法７条の公益上の理由による裁量的開示

をしなかった原処分は違法である。（諮問第５５１号，同第５５２号，

同第６５５号及び同第７３７号） 

（１３）法が定める開示請求制度は，何人に対しても，請求の目的のいかん

を問わず開示請求を認める制度であり，開示請求者の個別事情により開
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示・不開示の判断が左右されるものではないが，開示請求者の個別事情

は，開示請求の契機となるものである。人は何の動機も目的もなく請求

するものではないからである。それが，自然な考え方である。 

    そうであれば，開示請求者の個別事情を一般化することが必要とな

る。公務員は国民全体の奉仕者であり，奉仕を受ける立場の国民は，一

体誰が責任をもって公務上の職務を遂行しているのか知る権利があり，

これは誰しも同じである。（諮問第５５１号，同第５５２号，同第６５

５号及び同第７３７号） 

（１４）農林水産省は，係長クラス以上の氏名，官職，立場等は慣例上公に

しているのであるから，存否応答拒否によってその所在を行方不明にす

ることは，法の趣旨に反する行為であり，権限を逸脱した濫用行為であ

る。（諮問第５５１号，同第５５２号，同第６５５号及び同第７３７

号） 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 原処分において不開示とした理由 

   本件各開示請求に係る行政文書が存在しているか否かを答えるだけで，

法５条１号に規定された特定の個人を識別することができる情報を開示す

るのと同様の結果が生じることになることから，法８条の規定により行政

文書の存否を回答できないので不開示とした。 

 ２ 原処分を維持する理由 

 （１）文書１ないし文書３は，特定個人Ａが作成に関与した行政文書，又は

特定個人Ａの出勤管理簿，時間休等が記載されている行政文書並びに特

定個人Ｃが農林水産省に在職していたとした場合のその勤務部署と官職

名を示した行政文書であることから，これらに記録されている情報は，

個人に関する情報であって，当該個人を識別することができるものであ

り，法５条１号本文に該当すると認められる。（諮問第５５１号，同第

５５２号及び同第６５５号） 

（２）文書４を特定するために本件開示請求者に確認したところ，氏名・官

職名・職場の所属がわかる行政文書としては，特定個人Ａの異動辞令書，

名刺ということであった。このうち，名刺については，職員個人が任意

で作成するものであり，行政機関の職員が職務上作成し，又は取得した

文書（法２条２項）には当たらないことから，法３条に基づく開示請求

の対象となる行政文書には該当しない。 

また，本件開示請求の対象の行政文書となる異動辞令書に記載された

氏名・官職名・職場の所属については，個人に関する情報であって，特

定の個人を識別することができるものであり，法５条１号に規定された

不開示情報に該当すると認められる。（諮問第７３７号） 

（３）一方，法５条１号本文に該当する情報であっても，当該個人が公務員
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等である場合において，当該情報がその職務の遂行に係る情報であると

きは，当該情報のうち，当該公務員等の職及び当該職務遂行の内容に係

る部分については，同号ただし書ハにより不開示情報から除外されてい

る。 

この点については，一般に，公務員が作成に関与した行政文書，又は

公務員の出勤簿及び休暇簿に記載された所属，印影及び勤務状況等につ

いては，職務の遂行に係る情報に該当すると考えられることから，本件

対象文書は，開示すべき情報である当該公務員の職及び当該職務遂行の

内容に係る部分と，不開示情報である特定の個人の氏名等に区分される

こととなる。 

（４）上記（３）の当該情報は，法令の規定により又は慣行として公にされ，

又は公にすることが予定されている情報とは認められないことから，法

５条１号ただし書イに該当せず，また，人の生命，健康，生活又は財産

を保護するため，公にすることが必要な情報とは認められないことから，

同号ただし書ロにも該当しない。 

（５）本件各開示請求については，本件対象文書の開示を求めるものである

ことから，仮に本件各開示請求に応じ，開示すべき情報である当該公務

員の職及び当該職務遂行の内容に係る部分を開示し，又は存在しない旨

を答えること（原処分１及び原処分３），並びに本件対象文書が存在し

ているか否かを答えること（原処分２及び原処分４）で，当該特定の個

人の氏名及び農林水産省の職員としての在職の有無等の不開示情報を開

示することと同様の結果となる。 

（６）このことから，当該行政文書の存否を明らかにしないで不開示とした

原処分１ないし原処分４は妥当であり，異議申立てに対しては原処分を

維持することが適当である。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件各諮問事件について，以下のとおり，併合の上，調査

審議を行った。 

① 平成２７年９月１４日 諮問の受理（平成２７年（行情）諮問第５ 

５１号及び同第５５２号） 

② 同日         諮問庁から説明理由書を収受（同上） 

③ 同月２４日      異議申立人から意見書１及び資料（諮問第 

            ５５１号）並びに意見書２及び資料を収受（ 

同第５５２号） 

④ 同年１０月５日    異議申立人から意見書３及び資料を収受（ 

諮問第５５１号） 

⑤ 同年１１月６日    諮問の受理（平成２７年（行情）諮問第６ 

５５号） 
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⑥ 同日         諮問庁から説明理由書を収受（同上） 

⑦ 同月１８日      異議申立人から意見書４を収受（同上） 

⑧ 同年１２月４日    異議申立人から意見書５及び資料を収受（ 

同上） 

⑨ 同月１１日      異議申立人から意見書６を収受（諮問第５ 

５２号） 

⑩ 同月１５日      諮問の受理（平成２７年（行情）諮問第７ 

３７号） 

⑪ 同日         諮問庁から説明理由書を収受（同上） 

⑫ 平成２８年１月１４日 異議申立人から意見書７及び資料並びに意 

見書８を収受（同上） 

⑬ 同月１５日      異議申立人から意見書９を収受（同上） 

⑭ 同月１８日      異議申立人から意見書１０を収受（諮問第 

５５１号，同第５５２号，同第６５５号及び 

同第７３７号） 

⑮ 同年２月５日          異議申立人から意見書１１を収受（同上） 

⑯ 同年８月８日     審議 

⑰ 同年９月１日     平成２７年（行情）諮問第５５１号，同第 

５５２号，同第６５５号及び同第７３７号の 

併合並びに審議 

第５ 審査会の判断の理由 

 １ 本件対象文書について 

本件各開示請求は，本件対象文書の開示を求めるものであり，処分庁は，

本件対象文書の存否を答えるだけで，法５条１号の不開示情報を開示する

こととなるとして，法８条の規定に基づき，その存否を明らかにせずに開

示請求を拒否する原処分を行った｡ 

これに対し，異議申立人は，原処分の取消しを求め，諮問庁は原処分を

妥当としていることから，以下，存否応答拒否の妥当性について検討する。 

 ２ 存否応答拒否の妥当性について 

（１）原処分１，３及び４について 

  ア 異議申立人は，文書１，文書３及び文書４の開示を求めているとこ

ろ，これらは，その存否を答えることにより，平成２４年４月から平

成２７年５月までの間（文書１），平成２５年１月３０日から平成２

６年１１月１２日までの間（文書３）又は平成２４年４月から平成２

７年１０月１２日（文書４に係る開示請求の日）までの間（文書４）

における，特定個人Ａの農林水産省での在職の有無（以下，併せて

「本件存否情報１」という。）を明らかにすることとなるものと認め

られる。 
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  イ 本件存否情報１は，上記各期間における特定個人Ａの農林水産省で

の在職の有無に関する情報であり，法５条１号本文前段の個人に関す

る情報であって，特定の個人を識別できるものに該当すると認められ

る。 

  ウ そこで，本件存否情報１の法５条１号ただし書該当性について，以

下検討する。 

    特定個人Ａの氏名等が独立行政法人国立印刷局編「職員録」（以下

「職員録」という。）に掲載されているか否かにつき，当審査会事務

局職員をして諮問庁に確認させたところ，少なくとも平成２７年版職

員録に特定個人Ａの氏名及び職名が掲載されていることが確認された

とのことであった。なお，職員録には，当該職員録の名称に記載され

た年の前年の７月１日，つまり平成２７年版職員録では平成２６年７

月１日を基準として，職員の氏名等が掲載されているとのことである。 

    そうすると，本件存否情報１は，上記職員録に掲載されている限り

において，慣行により公にされており，法５条１号ただし書イに該当

するものと認められる。 

  エ したがって，文書１，文書３及び文書４については，法５条１号た

だし書イに該当するものと認められるので，その存否を明らかにして

改めて開示決定等をすべきである。 

（２）原処分２について 

  ア 異議申立人は，文書２の開示を求めているところ，これは，その存

否を答えることにより，平成２５年から平成２７年までの間における，

特定個人Ｃの農林水産省での在職の有無（以下「本件存否情報２」と

いう。）を明らかにすることとなるものと認められる。 

イ そして，本件存否情報２は，上記アの期間における特定個人Ｃの農

林水産省での在職の有無に関する情報であり，法５条１号本文前段の

個人に関する情報であって，特定の個人を識別できるものに該当する

と認められる。 

  ウ そこで，法５条１号ただし書該当性について，以下検討する。 

        当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，平成２５年

版ないし平成２８年版の職員録には，特定個人Ｃの氏名及び職名は掲

載されておらず，その他，特定個人Ｃが上記アの期間において農林水

産省の職員であった旨を公表したという事実も存しない上，原処分２

の当時，その旨を公表する予定もなかったとのことであり，その説明

に特段不自然，不合理な点はない。 

    そうすると，本件存否情報２は，「法令の規定により又は慣行とし

て公にされ，又は公にすることが予定されている情報」には当たらな

いので，法５条１号ただし書イに該当しない。 
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    また，法５条１号ただし書ロ及びハに該当すると認めるべき事情も

存しない。 

  エ したがって，文書２の存否を答えることは，法５条１号の不開示情

報を開示することとなるため，法８条の規定により，その存否を明ら

かにしないで本件開示請求を拒否したことは，妥当である。 

３ 異議申立人のその他の主張について 

（１）異議申立人は，特定個人Ａの犯罪を暴くために文書２の開示を求める

旨主張しているが，法は，何人も等しく目的を問わず行政文書の開示請

求ができることとしており，開示請求の理由や利用目的等の個別事情は，

文書２についての存否応答拒否の妥当性の判断に影響を及ぼすものでは

ない。 

（２）異議申立人は，法７条に基づく裁量的開示を求めているが，上記２

（２）のとおり，文書２の存否に係る情報（本件存否情報２）は，法５

条１号の不開示情報に該当するものであり，これを開示することに，こ

れを開示しないことにより保護される利益を上回る公益上の必要性があ

るとまでは認められないから，法７条による裁量的開示を行わなかった

処分庁の判断に裁量権の逸脱又は濫用があるとは認められない。 

（３）異議申立人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するもので

はない。 

４ 本件各不開示決定の妥当性について 

   以上のことから，本件対象文書につき，その存否を答えるだけで開示す

ることとなる情報は法５条１号に該当するとして，その存否を明らかにし

ないで開示請求を拒否した各決定については，本件対象文書のうち，文書

２については，本件存否情報２は同号に該当すると認められるので，妥当

であるが，文書１，文書３及び文書４については，本件存否情報１は同号

に該当せず，その存否を明らかにして改めて開示決定等をすべきであるこ

とから，取り消すべきであると判断した。 

（第４部会） 

委員 鈴木健太，委員 常岡孝好，委員 中曽根玲子 



 

- 9 - 

 

別紙（本件対象文書） 

 

諮問第５５１号 

文書１ 特定個人Ａが農林水産省において一般的抽象的職務権限がどこにあ

るかを調査するために２０１２年４月～２０１５年５月現在において，

特定個人Ａが作成に関与した行政文書すべて。 

諮問第５５２号 

文書２ 特定個人Ｃが，２０１３年～２０１５年中において，貴省の調査員

あるいは事務員，事務官，消費者の部屋の相談員として勤務していた

とすれば，その官職名等，勤務部署と官職名を示した行政文書。 

諮問第６５５号 

 文書３ ２０１３／１／３０，２０１４／５／２，２０１４／５／１４，２

１，２８，２０１４／６／４，２０１４／１１／１２の特定個人Ａ

の出勤管理簿，時間休等が記されているもの。 

諮問第７３７号 

文書４ 特定個人Ａが２０１２年４月に特定行政機関から異動してきて以来，

現在に至るまでの氏名・官職名・職場の所属がわかる文書。職務上，

問い合わせがあれば，公にすることが慣例である範囲に限る。 




